
１　総括
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数については、令和６年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））
　　　　及び会計年度任用職員を含まない。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度
      　任用職員の給与費は含まれていない。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）
を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算
した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し
　[　　実施　　　　未実施　　]
　　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合は、その理由））
（給与表の改定実施時期）　

②地域手当の見直し
　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）
（支給割合）
（実施時期）

③その他の見直し内容

平成２７年度の支給割合

0%

区　　分 歳 出 額
　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施

（内容）
　国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成31年３月31日まで）の経過措置（現給保
障）を実施。

国基準３％に対し、益田市においても３％を支給
平成28年４月１日実施

千円 千円 千円
2,267,051 6,072

区　　分

Ｒ６年度
期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

人

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の
見直し等に取り組むとされている。

6,029

Ｒ６年度

平成28年4月1日

Ｒ５年度の人件費率
　　　　　　　　　　　％

13.4

千円

（Ｒ７年１月１日）
　　　　　　　千円 　　　　　千円

376

28,919,438
人　

42,995

職員数

　　　　　千円
　　　　　　Ｂ

4,046,524

(参考)一人当たり
給与費 B/A

14.0577,699

　　　　　　Ａ

1,474,788

益田市の
支給割合

平成２６年度
の支給割合 ４月１日時点 遡及改定後

0%

1%

0% 0%

2%

平成２８年
度の支給

3%

3%

益田市の給与・定員管理等について

（参考）

　　　　　　％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

197,455

人 件 費 率

　　　　　千円

人 件 費

594,808
千円

Ｂ／Ａ
実 質 収 支

（参考）類似団体平均
給　 料 職員手当

国基準によ
る支給割合
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(R4.4.1)

98.7 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（Ｒ７年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

(2) 職員の初任給の状況（Ｒ７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（Ｒ７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　当該階層の職員が３人以下の場合は、近似の階層を含めた平均額である。なお、近似の階層にも該当がない場合

は－印で示している。

平均給料月額

国

類似団体

島根県

国 41.9

42.3 325,047類似団体

　　　　もの）で算出している。

―

364,848

経験年数３０年経験年数２５年

一般行政職 220,000

188,000

区　　　　分

20

　　　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

355,048385,324

平均給与月額

（国比較ベース）

区　　分
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353,69552.4

345,778

308,699
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-
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経験年数２０年

―技能労務職 高　校　卒 ―

283,012

うちその他の技能労務職

392,296うち運転手

益田市

平均給与月額

331,80042.0 353,473383,013

41.9 325,390 395,981

平均年齢
（国比較ベース）

2 338,450

1851.6

職員数
（Ａ）

平均給与月額
平均給料月額

1,703

10

-島根県 -

―

367,228

大　学　卒

337,304

（注）１　「平均給料月額」とは、Ｒ７年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。

-
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（Ｒ７年４月１日現在）

（注）１　益田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　％

27.2

円

27

　　　　　　　　人

15.0

261,300

６　　級
44

職員数

87

円

354,700

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

７　　級 部長

３　　級

415,700

450,900

398,20089

主任主事

　　　　　　　　％

円

8.4

円

４　　級

区　　分

課長

2.8

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

230,000

　　　　　　　　％

27.8

２　　級

課長補佐

9

５　　級

48

円

主事
258,100

円

　　　　　　　　人

円

386,100

１　　級

16

　　　　　　　　人

309,800

335,000

円

円

　　　　　　　　％

１号給の
給料月額

373,400

円

円

287,300

標準的な職務内容
最高号級の
給料月額

円

308,500

円

183,500

13.8

5.0
副主任主事

　　　　　　　　％
係長

円

１級, 8.4% １級, 8.8%
１級, 12.9%
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２級, 8.8%
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(2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和７年４月１日現在）

0

1,000

2,000
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国10級
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国家公務員（Ｒ７)

（百円）

給
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月
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昇 給

令和７年４月１日時点

国９級
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国２級
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市２級

市５級

市４級

市７級

市６級



(3) 昇給への人事評価の活用状況

４　職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（Ｒ６年度支給割合） （Ｒ６年度支給割合） （Ｒ６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算 管理職加算

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況

○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

2.40

１人当たり平均支給額（Ｒ６年度）

1,622

1.00

益　　　　　田　　　　　市

○上位、標準、下位の成績率

1.00

管理職員

1.40

10～25％

○

○ ○

1.40

ロ　人事評価を活用していない

令和７年度中における運用

2.10

1.05

10～25％

○

標準の区分のみ（一律）

活用している昇給区分

2.102.00

○

○

昇給実績が
ある区分

上位、標準の区分

1.25

活用予定時期

2.50

標準、下位の区分

令和７年４月２日から令和８年４月１日までにお
ける運用

昇給可能な区分 昇給可能な区分

イ　人事評価を活用している

5～20％

支給可能
な成績率

活用予定時期

イ　人事評価を活用している

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

一般職員

15％

5～10％

島　　　　　根　　　　　県

1,618

○ ○

支給実績が
ある成績率

昇給実績が
ある区分

１人当たり平均支給額（Ｒ６年度）

標準の成績率のみ（一律）

国

―

○

ロ　人事評価を活用していない

○

5～20％

2.50

上位、標準、下位の区分

一般職員管理職員



(2) 退職手当（Ｒ７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２～20％） （割増率２～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（令和７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する

　　　ため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算
　　　出。）

19.6695

28.0395

21,223

国益　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　市

19.6695

28.0395

24.586875

47.709

47.709

39.757547.709

支給率

―

支給実績（Ｒ６年度決算） 0

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

―

33.27075

39.7575

支給対象地域

24.586875

47.70947.709

33.27075

―

支給職員１人当たり平均支給年額（R５年度決算）

（　―　）　

国の制度（支給率）

―

支給対象職員数

47.709

―

0

5,262



(4) 特殊勤務手当（Ｒ７年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

徴収業務手当

支給実績
（Ｒ６年度決算）

0

0

1

24

33

発掘調査業務手当

145

文化財

福祉外勤業務手当

防疫業務手当

職員が鳥インフルエンザ現場作
業、熊対策現場作業、野犬対策
現場作業、蜂の駆除作業業務等
に従事した日

職員がごみ収集業務に従事した
日

環境衛生

円

％

19

左記職員に対する支給単
価

日額１５０円

手当の種類（手当数）

日額１２０円

（日中）
日額４８０円

（夜間）
日額７２０円

（日中）
日額７３０円

（夜間）
日額１，０９０円

坑内発掘調査業務手当
職員が横穴、縦穴又は洞窟等の
坑内調査業務に従事した日

久城が浜センター
職員がし尿処理場の槽内の配管
等の清掃業務に従事した日

し尿処理場槽内等
特別清掃業務手当

7

農林水産

保健衛生業務手当

環境衛生

環境衛生

文化財

１件２００円

日額２００円

日額２，９００円

１件２，０００円

日額１５０円

285

0

福祉総務

職員が消毒作業又は溝土覆土
業務に従事した日

46

維持管理

下水道

鳥獣対応業務手当

2

50

職員が発掘調査業務に従事した
日

職員が行旅死亡人等の取扱業
務に従事したとき

日額２５０円
（特例）

間接作業3,000円
直接作業4,000円

日額２８０円

日額２８０円

職員が犬、猫等の死骸処理業務
に従事したとき

職員が農業集落排水施設のし渣
処分運搬業務に従事した日

維持管理除雪業務手当

災害応急業務手当

行旅死亡人等取扱
業務手当

職員が市道等の除雪業務に従
事した日

危険作業業務手当

職員が2m以上の高所作業、法面
等での作業、有害物取扱作業、
過熱処理給食台車運搬作業又
はチェーンソー、草刈機その他
電動工具の使用等の業務に従
事した日

福祉総務

ごみ収集手当

健康増進

主な支給対象業務

職員が在勤庁を離れて関係者と
面接し、徴収業務に従事した日

職員が災害査定のために測量業
務等に従事した日

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（Ｒ６年度決算）

0

38

災害応急業務手当

23.1

733 千円

税務

7,886

鳥獣死骸処理業務手当

日額１２０円

日額６００円

日額５００円

日額１５０円

日額５６０円

し渣処分運搬業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（Ｒ６年度）

支給実績（Ｒ６年度決算）

福祉総務課生活福祉係の職員
が関係者との面接のため外勤業
務に従事した日

維持管理
災害対策本部が設置された場合
において、職員が応急作業等に
従事した日

維持管理

維持管理

災害対策本部が設置された場合
において、職員が災害状況の巡
回監視に従事した日

主な支給対象職員

0

102

職員が感染症患者、伝染病患者
等の在宅訪問指導業務等に従
事した日
新型コロナウイルス感染症に関
する緊急に行われた措置に係る
作業（特例）

災害査定測量業務手当

0



(5) 時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
　　　職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(6) その他の手当（Ｒ７年４月１日現在）

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（Ｒ７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

301,793

円

千円

副 市 長

③子　10,000円

国の制度と
の異同

①配偶者父母等の扶養
親族6,500円

国の制度と
異なる内容

594,000

14,157,000
7,063,200

任期終了後

480,000

28,320

④満16歳の年度の初め
から満22歳の年度末まで
の子　5,000円加算

区 分

円

支給実績
（Ｒ６年度決算）

期
末
手
当

手　当　名

異

18,887

支給単価

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、2,000円～28,700円

654,000副 市 長

部長53,000円／月
次長48,000円／月
課長42,000円／月

989,000

国は俸給の
特別調整
額として支
給

給 料 月 額 等

交通用具
の使用距
離区分

2.70

2.70

議 員

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃
55,000円以下は全額
　55,000円を限度額

内容及び支給単価

管理職手当

通勤手当

住居手当

１年につき給料月額の100分の450を支給

副 市 長

議 員

市 長

議 長

市 長

異

（Ｒ６年度決算）

副 議 長

254
支 給 実 績 （ Ｒ ５ 年 度 決 算 ）

　　（Ｒ６年度支給割合）

備　　　　考

退
職
手
当

千円448

議 長

１年につき給料月額の100分の270を支給

12,444

千円

（参考）類似団体における最高／最低額

332,000

384,500

　　（Ｒ６年度支給割合）

303,500

支給職員１人当たり

270,000

295,000

千円 68,680

510,000329,000

任期終了後

27,765

234,852

816,000

千円

副 議 長

389,000

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ ６ 年 度 決 算 ）

555,294異

報

酬

平均支給年額

88,342

①借家居住者28,000円
を限度

281

39,690

市 長 786,500
給

料

１回につき
4,000円～6,000円
実働時間が６時間を超え
る場合 6,000円～9,000
円

580,000

98,731
職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ ５ 年 度 決 算 ）

同

支 給 実 績 （ Ｒ ６ 年 度 決 算 ）

同

扶養手当

管理職特別勤務手当



６　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（Ｒ７年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移    （単位 ： 人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数
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７　公営企業職員の状況
(1) 水道事業

① 職員給与費の状況
  　ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費　23,346 千円を含まない。

一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

（注）１　職員手当には退職給付金を含まない。

      ２　職員数については、令和７年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））
　　　　を含み、会計年度任用職員を含まない。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度
      　任用職員の給与費は含まれていない。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（Ｒ６年度支給割合） （Ｒ６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（Ｒ７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例処置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

千円

987,030

給　 料

区　　分

18.9 18.6

R５年度の総費用に占

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％ ％

総費用

Ｒ６年度 人

職員数

121,287

47.709

47.709

39.7575

1,620 1,622

5～10％

15％

47.709

企業

5～10％

15％

5,262

24.586875

33.27075

47.709

24.586875

33.27075

0

2.50 2.10 2.50 2.10

1.40 1.00 1.40 1.00

一般行政職

0 21,223

47.709

19.6695

28.0395

39.7575

１人当たり平均支給額（Ｒ６年度） １人当たり平均支給額（Ｒ６年度）

　質収支 職員給与費比率

千円

Ｒ６年度

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

企 業 45.4 332,535 491,004

団 体 平 均 45.8 345,838 524,813

事 業 者 ― ―

6,19228 113,146 14,871 45,347 173,364

企業 一般行政職

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

6,316

　　　　千円 千円　 千円　

186,710

純損益又は実 総費用に占める

千円 千円 　　　　　千円 千円

　　　　　　Ａ

Ａ  

47.709

19.6695

28.0395

区　　分



ウ　特殊勤務手当（Ｒ７年４月１日現在）
千円
　円
　％

備考

1 緊急業務作業手当の項中、「日中」とは日出時から日没時までの間をいい、「夜間」とは日没時から日出時までの間をいう。
2 日中から夜間にかけて、又は夜間から日中にかけての業務は、夜間の手当を支給する。

エ　時間外勤務手当（Ｒ７年４月１日現在）
千円
千円
千円
千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
オ　その他手当（Ｒ７年４月１日現在）

円

①配偶者父母等の扶養
親族6,500円

支給実績
（Ｒ６年度決算）

緊急業務作業手当 全員

勤務時間外において、
業務上の必要性のため
に緊急に呼出しを受け、
復旧作業等従事した日

日中　730円　夜間　1,090円

徴収業務手当 全員

職員が在勤庁を離れて
関係者と面接し、徴収業
務又は停水業務に従事
した日

日額　150円

塩素取扱手当 全員
職員が塩素を注入、抜
取り等の作業に従事した
とき

円③子　10,000円

④満16歳の年度の初め
から満22歳の年度末まで
の子　5,000円加算

危険物取扱手当 全員

水質検査作業等で、塩
酸、硫酸等の危険科学
物質の取扱いに従事し
た日

主な支給対象業務

１回　250円

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃
55,000円以下は全額
　55,000円を限度額

同 1,331 千円 83,210

支 給 実 績 （ Ｒ ５ 年 度 決 算 ） 4,242

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ ５ 年 度 決 算 ） 152

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ ６ 年 度 決 算 ） 151

円

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、2,000円～28,700円

平均支給年額

通勤手当

管理職手当
部長53,000円／月
課長42,000円／月

同 1,644 千円 548,000

一般行政
職の制度と
異なる内容

扶養手当 同 2,076 千円 207,550

日額　500円

日額　120円

千円 307,222 円

支 給 実 績 （ Ｒ ６ 年 度 決 算 ） 4,221

危険作業業務手当 全員

住居手当
①借家居住者28,000円
を限度

同 2,765

（Ｒ６年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

高所作業、危険個所で
の作業、チェーンソー、
草刈機等を使用する作
業に従事した日

支給職員１人当たり平均支給年額（Ｒ６年度決算） 5,238
支給実績（Ｒ６年度決算） 148

手当の種類（手当数） （５）
手当の名称 主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（Ｒ６年度） 100.0

左記職員に対する支給単価


